
第５次総合計画　中期戦略事業プラン　事務事業評価シート

事業名 多文化共生推進事業 事業
番号 20-102

事務事業担当

部名 部長名 課名 課等の長

市民生活部 大津　隆治 市民協働課 久保田 敦子

計　　画　　　　　　（Ｐｌａｎ）

総合計画体系 安心力

まちづくり目標 2 地域で助け合う安全で安心なまち

施策 20 平和と多文化共生社会の推進

予算事業名
国際交流推進事業費

基本政策 5 暮らしの安心がひろがるまちづくり

施策展開の方向 9 一人ひとりが大切にされるまちをつくる

－

関連法令等 日本語教育の推進に関する法律（R1.6)、伊勢原市国際交流推進活動補助金交付要綱

国・県の計画等 かながわ国際施策推進指針 計画期間 平成16年策定

事務区分〔選択〕 （選択してください）→ 法令上の位置づけ 実施する規定はない

事業開始年度 開始年度 平成３０年度 ～ 終了年度

目　的
（何をどうしたいのか）

外国籍市民等のニーズを把握し、多様な言語による行政情報等の発信を促すことで、外国籍市民等の生活の利便
性を高め、市民との相互理解の進展を図ります。

主な対象
（誰・何を対象に）

外国籍市民、国際交流団体

事業内容
（手段、手法など）

・外国籍市民等のニーズを把握するため、ワールドカフェ等の交流活動を実施します。
・外国籍市民等が必要とする情報を多言語化し、ホームページに公開するなどの、多言語による情報支援を行いま
す。
・外国籍市民等との相互理解と交流を促進するため、国際交流活動団体への支援を行います。

関連個別計画 計画期間

実施の背景
（事業を取りまく環境

・市民ニーズ）

外国籍市民等は年々増加傾向にあり、その内訳は中国、ベトナム、フィリピン等多岐に渡っています。一方、大山詣
りの日本遺産への認定や、東京オリンピック・パラリンピックの開催等、伊勢原市を訪れる外国人観光客数も増加し
ていくことが予想されています。
また、神奈川県ではかながわ国際施策推進指針の中で、多文化共生の地域社会づくりを基本目標に掲げ、外国籍
県民等へのくらしに関わる施策が推進されています。

情報提供

医療通訳派遣事業の実施 実施 実施

国際交流活動団体への支援 活動支援 活動支援

事業行程

項目
年度

令和3年度 令和4年度

ワールドカフェ等の実施 実施 実施

ホームページによる情報提供 情報提供

目　標

【指標名】
年度

【現状値】 令和3年度 令和4年度

外国籍市民等との交流活動
の実施件数

0件
(令和2年度)

2件 2件

令和４年度

自治事務 法定受託事務

事業実施（Do）



事　業　実　施　　　　（Ｄｏ）

事業の「取組方針」

（前年度事務事業評価）

日本語教育の推進に関する法律の施行に伴い、県や外国籍市民支援団体と連携し、地域の日本語教育活動を支
える人材育成事業等を進めるとともに、引き続き通訳支援事業の実施も進め、さらなる外国籍市民等の支援を行い
ます。また、ワールドカフェの実施により、外国籍市民の生活状況や必要な情報の把握に務め、情報発信等の支援
策に反映します。

実施方法

〔選択・記入〕

委託先又は指定管理者

補助先
伊勢原市国際交流委員会、伊勢原インターナ
ショナルクラブ

具体の内容

実施結果

項目
年度

令和3年度 令和4年度

医療通訳派遣事業の実施 実施

国際交流活動団体への支援 活動支援

ワールドカフェ等の実施 実施見送り

ホームページによる情報提供 実施

実施した取組の内容

・市ホームページ上へ「外国人住民のための便利な情報」を掲載し、情報提供（災害、子育て、医療等）
・医療通訳派遣事業の実施  ・国際交流団体への補助金支出
・県による外国籍市民等に対するニーズ調査の実施・文化庁補助事業による県の市町村支援型モデル事業として、
日本語ボランティア養成講座（全４回）を実施

目標の達成状況

【指標名】
年度

【現状値】 令和3年度 令和4年度

外国籍市民等との交流活動
の実施件数

0件
(令和2年度)

2件

年度 令和3年度　実績 令和4年度 実績

事業費合計(a) 37 千円

千円

千円

内
訳

国県支出金 ① 0 千円 千円

地方債　② 0 千円

その他特財　③ 0 千円 千円

その他
特財の
内容

受益者負担 前回の改定時期

その他

一般財源
(a)-①-②-③

37 千円 0 千円

国県支出金の内容

人 0 千円

正規職員 0.5 人 4,090 千円

千円

トータルコスト
(a)+(b)

4,127 千円 0 千円

人 千円

人件費合計(b) 0.5 人 4,090 千円 人

人
件
費

人 千円

その他の職員

円

単位

対象数 2,497 人
単位

当たり
コスト

対
象
数

定義 外国籍市民等 単位

総事業費
／対象数

1,653 円

コ
ス
ト

有 無

業務委託 指定管理

補助金

その他

評価 （Check）へ

すべて直接実施 左記以外



評　　価　　　　（Ｃｈｅｃｋ）

進捗状況

〔選択・記入〕
Ｂ

左記
判断
理由

・外国籍市民等の生活状況等を把握するために予定していた
ワールドカフェに関しては、新型コロナウィルス感染症拡大防止
対策のため実施を見送りましたが、神奈川県が実施する外国籍
市民等に対するニーズ調査の実施により、実態把握ができまし
た。

効率性

〔選択・記入〕
Ｂ

左記
判断
理由

・市民や国際交流団体との協働により実施することで、事業の計
画や実施にあたっての意見の反映ができ、効果的な事業実施
を図っています。

取組内容の改善　　　　（Ａｃｔｉｏｎ）

実施水準

〔選択・記入〕
Ｂ

他都
市の
事業
内容
等

・外国籍市民数が、同程度の県内市町（茅ヶ崎市、海老名市、
愛川町）と比べても、同水準の事業を行っています。

有効性

〔選択・記入〕
Ａ

左記
判断
理由

・外国籍市民等に対する支援策の１つとして、多文化共生等に
対する知識を深めてもらうための機会として、日本語ボランティ
ア養成講座を開催しました。さらに、受講者の実践の場として、
市内のボランティア団体が実施する日本語教室へ繋げることが
でき、日本語教室ボランティアの担い手不足の解決の一助と
なっています。

令和４年度の取組方針

・日本語教育推進法に基づき、地域の日本語教育活動を支える人材育成事業等を進めるとともに、さらなる外国籍
市民等の支援を行います。
・ワールドカフェの実施により外国籍市民等の生活状況や必要な情報の把握に努めるとともに、多文化共生に対す
る地域住民の意識を高めるため、研修等による啓発を行います。
・外国籍市民等のニーズを共有するため、外国人支援ボランティア団体等との連携体制を構築します。

所管部長による総評

・近年の外国籍市民が急速に増加している状況を踏まえ、県や外国籍市民支援団体とも連携した外国籍市民の生
活支援を行っており、さらなる日本語教育の推進を図っていきます。
・ニーズ調査結果を踏まえ、また、ワールドカフェを実施した中で、外国籍市民の生活の状況や要望等を把握するこ
とに努めるとともに、多文化共生に対する地域住民の意識啓発を講じていくことが必要と考えています。

所属長
による
今後の

方向性の
判断

方向性

〔選択〕

事業推
進上の
課題

・外国籍市民等が各地域で日常生活を送る中、地域住民とのコミュニケー
ション不足によるトラブル等が少なからず発生していることから、引き続き外
国籍市民等の要望や実態を把握する必要があります。
・さらに、今後多文化共生に対する地域住民の理解と協力が必要です。

取組内容の改善 （Action）へ

計画どおり （A)

概ね計画どおり （B)

計画どおり進捗せず （C)

他市より高い水準で実施 （Ａ）

他市と同水準で実施 （Ｂ）

他市より低い水準で実施 （Ｃ）

一律に比較できない事業

高い （Ａ）

普通 （Ｂ）

低い （Ｃ）

効率的に実施されている （A)

改善の余地がある （B)

抜本的な改善が必要である（C)

現状のまま継続

見直しの上継続


